
チーム医療と一言で言っても、人によってイメージは異なります。診療報酬の規定の視点で、大きく3つに分類し
て考えると理解しやすいです。

（1）チーム医療の3本柱
医療安全対策加算、感染防止対策加算、褥瘡ハイリスク患者ケア加算の3つは、医療機関でのチーム医療の3本

柱と言えます。この3つのチーム医療では、「委員会」「チーム編成」「管理者」の3つの組織（役割）が規定さ
れています。医療安全対策加算では「医療安全管理対策委員会」「医療安全管理部門」「医療安全管理者」、感
染防止対策加算では「院内感染防止対策委員会」「感染制御チーム」「院内感染管理者」、褥瘡ハイリスク患者
ケア加算では、「褥瘡対策委員会」「褥瘡対策チーム」「褥瘡管理者」になります。それぞれ3つの組織（役割）
が、診療報酬上で規定されているのはこの3つのチーム医療だけです。

（2）医師、看護師、医療従事者等の負担軽減が条件のチーム医療
①「医師の負担の軽減及び処遇の改善」が要件となっている「医師事務作業補助体制加算」、②「看護職員の
負担の軽減及び処遇の改善」が要件となっているのが、各種の看護体制に係る加算、③「医療従事者の負担の軽
減及び処遇の改善」が要件となっている」「総合入院体制加算」など、働き方改革と軌を一にするチーム医療が
あります。（ ・ ・ ）

（3）それ以外のチーム医療
「がん患者指導管理料」「排尿自立指導料（排尿自立支援加算）」「糖尿病合併症管理料」など、実施する
チーム編成や各職種の経験年数や研修に条件があるチーム医療です。疾患別のチーム医療とイメージするとよい
です。

これらを背景として、各チーム医療の算定状況にも特徴があります。医療安全対策加算、感染防止対策加算の
ように、専従の「加算1」、専任の「加算2」の2段階あり、全患者にもれなく算定できるチーム医療については、
全国8400病院のうち、医療安全対策加算、感染防止対策加算とも3900～4100病院程度で算定されています。裏
を返せば、医療安全対策や感染対策というチーム医療の基軸の加算でも、半数以上の医療機関では算定していな
い状況ともいえます。また、認知症ケア加算では、3600病院程度が算定しています。今後、ますます高齢者の比
率が高くなることから、算定する病院数はまだまだ増えると思います。
褥瘡ハイリスク患者ケア加算は、専従しか算定できないこと（一部の地域では緩和）、算定患者が限られる
こと、などの条件のため、800病院程度になります。

在宅でのチーム医療関連では、WOCや緩和ケア認定看護師の同行訪問や、在宅患者訪問褥瘡管理指導料が注目
されていますが、施設基準を届けている数に比べて、実際に算定している患者数は非常に少ないです。これらの
制度は、①医療保険であること、②単独の活動では算定できないこと、がハードルと考えられます。端的にいえ
ば、普段から訪問看護をしている患者が前提となります。訪問看護できるのは、通院が困難な患者が基本になる
ため、その点でもハードルがあるわけです。院内の周囲の理解も大切ですが、在宅患者をとりまく臨床的なネッ
トワークと同様に、制度的なネットワークづくりを実現する必要があります。そのためには、「在宅支援診療
所」など、在宅医療に積極的に取り組んでいる医療機関との連携がポイントになります。

チーム医療の算定状況
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表1 医師の負担の軽減及び処遇の改善に資する体制（新規・7月報告）

出典：基本診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて 保医発0305 第2号 令和2年3月5日（厚生労働省）
https://www.mhlw.go.jp/content/12400000/000666310.pdf

https://www.mhlw.go.jp/content/12400000/000666310.pdf


表2 看護職員の負担の軽減及び処遇の改善に資する体制（新規・7月報告）



出典：基本診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて 保医発0305 第2号 令和2年3月5日（厚生労働省）
https://www.mhlw.go.jp/content/12400000/000666310.pdf

https://www.mhlw.go.jp/content/12400000/000666310.pdf


表3 医療従事者の負担の軽減及び処遇の改善に資する体制（新規・7月報告）

出典：基本診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて 保医発0305 第2号 令和2年3月5日（厚生労働省）
https://www.mhlw.go.jp/content/12400000/000666310.pdf

https://www.mhlw.go.jp/content/12400000/000666310.pdf


Q1:チーム医療は、すべての病院で算定できるのですか？
A:いいえ、それぞれの診療報酬には、「施設基準」などの規定があります。各チーム医療関連の加算も、規定を
満たさないと算定できません。

Q2:主たるチーム医療の加算などを算定している病院数や、算定している患者数はどのくらいですか？
A: は、主たる診療報酬の施設基準を届け出ている医療機関数の一覧の抜粋です。なお、すべての診療報
酬の届出状況が掲載されているわけではありません。
算定患者数は、「社会医療診療行為別統計」として、毎年、6月分が公開されています。
https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/26-19.html
また、National Data Base (NDB)では、通年分が公開されています。
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000177182.html

Q3:医療安全に関係するチーム医療の算定数はどのくらいですか？
A:令和1（2019）年度の実績を医療機関の数でみると、全国で約8400の病院のうち、医療安全対策加算1を算定し
ているのが1801、医療安全対策加算2を算定しているのが2719、合計で4068病院です。

Q4:感染対策に関係するチーム医療の算定数はどのくらいですか？
A:令和1（2019）年度の実績を医療機関の数でみると、全国で約8400の病院のうち、感染防止対策加算1を算定し
ているのが1349、感染防止対策加算2を算定しているのが2678、合計で3974病院です。

Q5:褥瘡対策に関係するチーム医療の算定数はどのくらいですか？
A:令和1（2019）年度の実績を医療機関の数でみると、全国で約8400の病院のうち、褥瘡ハイリスク患者ケア加
算を算定している病院は777病院です。

Q6:医療安全対策加算が約3900病院、感染防止対策加算が約4100病院で算定しているのに比べて、褥瘡ハイリス
ク患者ケア加算は約800病院と少ないのはなぜですか？
A:まず、算定病院が少ないからよい/わるいとの判断はしないことが大切です。算定が少ない理由は3つ考えられ
ます。
①医療安全対策と感染防止対策は、診療報酬よりも基本である医療法ですべての医療機関に義務づけられている
ので、より重視され、その体制が確保されている病院が多いこと。
②医療安全対策加算と感染防止対策加算には、「専従」で算定する「1」だけでなく、「専任」で算定する「2」
があるのに対して、褥瘡ハイリスク患者ケア加算には「専任」で算定できる「2」がないこと。
③医療安全対加算と感染防止対策加算は、すべての入院患者に算定できる「べた付け」の加算であるため、算定
金額が多くなるのに対して、褥瘡ハイリスク患者ケア加算は、算定患者（対象患者）に規定がある、などの理由
が考えられます。

Q7:その他のチーム医療関連の状況はいかがですか？
A:認定看護師関連でみると、全国で約8400の病院のうち、令和1（2019）年度に栄養サポートチーム加算を算定
している病院は1543病院、呼吸ケアチーム加算を算定している病院は547病院、緩和ケア診療加算を算定してい
る病院は408病院、精神科リエゾンチーム加算を算定している病院は204病院です。

Q8:今後、加算算定病院が増えそうなチーム医療は何ですか？
A:認知症ケア加算は注視されています。 では、2019年度の運用段階で、認定看護師がいると算定できる
「1」と、いなくても算定できる「2」が合算されているようですが、令和1（2019）年度に3647病院が算定して
います。この加算は、急性期（一般病棟）に入院した患者に対して、身体抑制の解除を軸に認知症を持っている
患者に対しての病棟全体での取り組みになります。具体的には、認知症を持っている患者が手術で入院したとき
をイメージするとよいです。「治療」（認知症の治療ではなく手術など）と「医療安全」と「患者の人権」を複
合的に求められる現在の医療環境では、より重要な視点であると考えられます。また、集中ケアや救命看護など
の認定看護師が関係する「特定集中治療室管理料」も大変注目されていますが、「特定集中治療室管理料」自体
を算定する病院は増えないと考えられるので、病院数としてみれば横ばいではないかと思います。

Q9:働き方改革との関係はあるのでしょうか？
A:ハイ、密接に関係しています。「医師、看護師、医療従事者等の負担軽減が条件のチーム」がその象徴になり
ます。その中でもますます注目されているのが「医師事務作業補助体制加算」で、令和1（2019）年度に2848病
院が算定しています。また、看護師の特定行為研修もチーム医療の軸として期待されており、診療報酬でも関係
する項目が増えて来ています。本シリーズのVol.1、2、3を併せてご覧ください。

表4

表4

https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/26-19.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000177182.html


表4 主な施設基準の届出状況等（抜粋）













本記事に関するお問い合わせはこちら
http://go.3M.com/wocn/ QR

３Ｍは、３Ｍ社の商標です。 2021年3月発行
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出典：中央社会保険医療協議会総会（第466回） 議事次第 総-7-1（令2.9.16）（厚生労働省）
（https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000212500_00081.html）
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